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い
ま
再
び
！ 

連
携
の
と
き

支
援
機
能
の
さ
ら
な
る
向
上
を
図
り
、

行
政
や
中
小
企
業
支
援
機
関
と
の
連
携
の
も
と
、幅
広
い
ニ
ー
ズ
に
対
応

平
成
24
年
度
　
中
央
会
通
常
総
会

　
平
成
二
四
年
度
の
中
央
会
通
常
総
会
が
六
月
二
〇

日
、
静
岡
市
葵
区
の
ホ
テ
ル
セ
ン
チ
ュ
リ
ー
静
岡
で
開

催
さ
れ
た
。
総
会
に
は
、
大
須
賀
淑
郎
副
知
事
、
小
楠

和
男
県
議
会
議
長
ら
来
賓
、
組
合
関
係
者
合
わ
せ
て

二
五
〇
人
が
出
席
。

　
仕
事
・
受
注
の
確
保
や
適
正
価
格
の
維
持
、
中
小
企

業
の
経
営
基
盤
の
強
化
、
地
域
資
源
活
用
や
農
商
工
連

携
に
よ
る
地
域
の
活
性
化
、
事
業
継
続
計
画
の
普
及
啓

発
と
策
定
支
援
、
電
力
問
題
へ
の
対
応
な
ど
新
年
度
の

重
点
事
業
を
盛
り
込
ん
だ
事
業
計
画
の
ほ
か
、
全
八
議

案
が
承
認
さ
れ
た
。

　
役
員
改
選
で
は
、
佐
野
会
長
を
は
じ
め
理
事
四
四
名
、

監
事
三
名
が
選
出
さ
れ
、
理
事
会
で
副
会
長
三
名
と
専

務
理
事
、
常
務
理
事
が
選
任
さ
れ
た
。

「
相
互
扶
助
」の
精
神
で
局
面
の
打
開
を

主
催
者
を
代
表
し
て
佐
野
光
治
会
長
は
、

「
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
を
取
り
巻
く

環
境
は
予
断
を
許
さ
な
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。

加
え
て
消
費
税
の
増
税
や
T
P
P
の
問
題
な
ど
、

こ
の
先
の
景
気
を
大
き
く
左
右
す
る
課
題
に
直
面
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平成24年度　中央会通常総会

し
、
ま
さ
に
大
き
な
岐
路
に
立
た
さ
れ
て
い
る
。

今
こ
そ
、
お
互
い
が
助
け
合
い
一
致
団
結
し
、
ま

さ
に
組
合
の
基
本
で
あ
る
「
相
互
扶
助
」
の
精
神

で
こ
の
局
面
を
打
開
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
中

央
会
も
中
小
企
業
や
組
合
を
よ
り
一
層
支
援
す
る

と
い
う
信
念
を
強
く
持
ち
、
今
年
度
も
各
事
業
に

ま
い
進
し
て
い
く
」
と
決
意
を
述
べ
た
。

来
賓
の
大
須
賀
淑
郎
副
知
事
は
、

「
県
で
は
、
金
融
面
の
支
援
や
雇
用
の
創
造
に

推
進
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
。中
央
会
も
、

県
内
経
済
を
け
ん
引
す
る
中
小
企
業
に
対
し
、
適

切
な
支
援
を
よ
り
進
め
て
頂
き
た
い
」
と
期
待
を

寄
せ
た
。

つ
い
で
小
楠
和
男
県
議
会
議
長
は
、

「
地
域
中
小
企
業
の
人
材
確
保
・
定
着
支
援
事

業
に
よ
る
中
央
会
と
県
内
大
学
と
の
連
携
し
た
就

職
支
援
に
期
待
し
て
い
る
。
県
議
会
と
し
て
も
中

小
企
業
の
声
に
耳
を
傾
け
、
真
摯
に
対
応
し
て
い

き
た
い
」
と
述
べ
た
。

受
注
の
確
保
か
ら
地
域
の
活
性
化
、 

Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
策
定
や
新
成
長
分
野
へ
の

展
開
な
ど
幅
広
く
支
援

議
長
に
本
会
副
会
長
で
三
島
工
業
団
地
㈿
の
諏

訪
部
敏
之
理
事
長
、
副
議
長
に
は
静
岡
県
西
部
商

工
㈿
の
前
田
米
藏
理
事
長
が
選
任
さ
れ
、
議
案
の

審
議
に
入
っ
た
。

第
一
号
、
第
二
号
議
案
で
は
、
昨
年
度
実
施
し

た
各
種
事
業
と
六
億
六
〇
〇
〇
万
円
に
及
ぶ
決
算

関
係
書
類
が
詳
細
に
報
告
さ
れ
、承
認
を
受
け
た
。

続
く
第
三
号
、
第
四
号
議
案
で
は
、
二
四
年
度

◀�議長に三島工業団地㈿の諏訪部
理事長、副議長に静岡県西部商工
㈿の前田理事長が選ばれた。

▲小楠県議会議長 ▲大須賀副知事 ▲佐野会長

平
成
二
四
年
度

　
　
　
中
央
会
通
常
総
会
　
議
案

第
一
号
議
案	

�

平
成
二
三
年
度
事
業
報
告

承
認
の
件

第
二
号
議
案	

�

平
成
二
三
年
度
決
算
諸
表

承
認
の
件

第
三
号
議
案	

�

平
成
二
四
年
度
事
業
計
画

決
定
の
件

第
四
号
議
案	

�
平
成
二
四
年
度
収
支
予
算

及
び
会
費
賦
課
徴
収
方
法

決
定
の
件

第
五
号
議
案	

役
員
報
酬
決
定
の
件

第
六
号
議
案	

�

新
規
加
入
会
員
入
会
金
決

定
の
件

第
七
号
議
案	

�

取
引
金
融
機
関
決
定
の
件

第
八
号
議
案	

�

任
期
満
了
に
伴
う
役
員
改

選
の
件
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　「東日本大震災」から一年あまりが経過した今日においても、復旧・復興の加速感はまるで感じられない状況にあ
ります。さらにグローバル化する社会・経済環境にも翻弄され、消費者意識、生活の価値観、そして産業構造自体も
大きな変革を迫られています。
　これらの状況を踏まえ、国等は、政策として大規模かつきめ細かな金融支援や新成長戦略による新たな産業の育
成をはじめとした各種メニューをそろえています。しかし、地域の中小企業にとっては不安定な外国為替相場や大
手企業の海外進出などによる産業空洞化やデフレ、消費の停滞などによってその体力がそがれており、仕事の確保
や雇用、適正価格維持などが非常に難しくなっています。さらには「消費税増税」の動き等多くの課題が山積し、ひ
としく苦境に立たされています。
　こうした環境変化への適応については、個々の中小企業の自助努力の枠をはるかに超えたものであり、今こそ協
同の力で苦境を打開していくことが必要であります。
　大震災を契機として、「連携」そして「絆」の大切さが世界的にも注目されており、われわれ中小企業組合の基本理
念は、まさに相互扶助による連携にあります。
　中小企業組合は、その共同事業を通じて企業経営の合理化・効率化、取引条件の改善、資金調達の円滑化、研究開
発、人材育成、環境問題への対応などに大きな役割を果たしてきております。今後、組合の機能や役割を時代のニー
ズに合ったものにし、地域経済・地域中小企業の振興のためにますますその重要性が高まります。
　今年は国連が制定した「国際協同組合年」であることを踏まえ、新たな社会・経済活動の担い手としての中小企業組
合の活性化とともに新たな組織化、連携組織による新分野への挑戦・創業を目指し、次の支援活動に取り組みます。

①仕事・受注の確保、適正価格の維持
②中小企業の経営基盤の強化
③地域の活性化（地域資源活用、農商工連携）
④国際化（海外進出、海外市場への販路拡大）
⑤BCP（事業継続計画）の普及啓発と策定支援
⑥電力問題（再生可能エネルギー分野、省エネルギー問題）
⑦地球温暖化防止対策などの環境保護への対応
⑧新成長分野などへの展開（ファルマバレー、フードバレー、フォトンバレーなど）
⑨ソーシャルビジネスへの対応（企業組合など）
⑩農商工連携などの新たな連携体への対応
⑪人材の確保、育成（経営者・後継者、従業員）
⑫「ものづくり」への対応

　県や国、地域行政並びに中小企業支援関連機関等との連絡・連携を一層密にし、中央会の支援機能の向上をはか
りつつ、幅広い支援要請に対応してまいります。

平成24年度 中央会事業の方向平成24年度 中央会事業の方向

の
事
業
計
画
・
収
支
予
算
に
つ
い
て
審
議
。

新
年
度
は
、「
仕
事
・
受
注
の
確
保
、
適
正
価

格
の
維
持
」「
中
小
企
業
の
経
営
基
盤
の
強
化
」「
地

域
資
源
の
活
用
な
ど
に
よ
る
地
域
の
活
性
化
」「
国

際
化
へ
の
対
応
」「
B
C
P
の
普
及
啓
発
と
策
定

支
援
」
を
支
援
の
軸
に
据
え
、
事
業
を
展
開
す
る

こ
と
を
決
定
。

ま
た
、
フ
ァ
ル
マ
バ
レ
ー
を
は
じ
め
と
す
る
新

成
長
分
野
へ
の
展
開
や
企
業
組
合
な
ど
に
よ
る

ソ
ー
シ
ャ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
対
応
、
農
商
工
連
携

な
ど
の
新
た
な
連
携
体
へ
の
支
援
、
人
材
育
成
な

ど
の
労
働
施
策
の
推
進
や
も
の
づ
く
り
へ
の
対
応

な
ど
に
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
た
。

正
副
会
長
二
名
が
再
任

新
た
な
副
会
長
一
名
と
事
務
局
か
ら

専
務
理
事
、常
務
理
事
を
選
任

任
期
満
了
に
よ
る
役
員
改
選
で
は
、
佐
野
会
長

が
再
選
さ
れ
た
ほ
か
、
理
事
四
四
名
、
監
事
三
名

を
選
出
。
続
く
理
事
会
で
は
、
副
会
長
に
㈿
浜
松

技
術
工
業
団
地
の
山
内
致
雄
理
事
長
、
三
島
工
業

団
地
㈿
の
諏
訪
部
敏
之
理
事
長
が
再
任
。
一
六
年

に
わ
た
り
副
会
長
を
務
め
た
梶
本
忠
恒
副
会
長
が

相
談
役
に
就
き
、
後
任
の
副
会
長
に
は
静
岡
給
食

㈿
の
山
﨑
純
男
理
事
長
が
選
ば
れ
た
。

ま
た
、
岸
本
道
明
専
務
理
事
、
府
川
進
明
、
藁

科
良
文
両
常
務
理
事
の
退
任
に
伴
い
、
事
務
局
か

ら
村
田
雄
示
事
務
局
長
が
専
務
理
事
に
、
真
野
美

博
事
務
局
参
事
が
常
務
理
事
兼
事
務
局
長
に
、
植

田
勝
智
事
務
局
長
が
理
事
に
そ
れ
ぞ
れ
選
任
さ 

れ
た
。
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相談役 梶本　忠恒 静岡県中小企業団体中央会前副会長

平成24年度　中央会通常総会

平成24年度　中央会役員名簿

会　長

副会長

〃

〃

専務理事

理　　事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

佐野　光治

山内　致雄

諏訪部敏之

山﨑　純男

村田　雄示

眞野　美博

渥美　富夫

石田　裕之

市川　一郎

伊藤　克哉

伊藤　　孝

伊藤　春秀

梅原　秀夫

小野田隆康

川口　正信

後藤　義男

櫻井幹一郎

敷島　哲也

芝原　利一

杉山　　清

杉山　節雄

鈴木　勝人

鈴木　新策

高田　雅司

長泉工業団地（協）

（協）浜松技術工業団地

三島工業団地（協）

静岡給食（協）

静岡県中小企業団体中央会

静岡県中小企業団体中央会

静岡茶商工業（協）

静岡県家具（工）

安倍川骨材事業（協）

（協）静岡県中小企業調査研究機構

静岡県建設事業（協連）

浄蓮の滝（業）

静岡県重機建設業（工）

湖西市商業（協）

静岡県東部商工（協）

沼津魚仲買商（協）

（協）静岡流通センター

清水鉄工機械工業（協）

磐田さぎさか工業団地（協）

富士市浮島工業団地（協）

静岡県貨物運送（協）

スズキ協力（協）

静岡県パン工業（協）

（企）針谷建築事務所

役職名 氏　名 所　属　名 役職名 氏　名 所　属　名

敬称略

理　　事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

監　事

〃

〃

竹内　　輝

中村　秀雄

中山　嘉昭

長谷川総一

福島　　覚

古橋　敏明

前田　米藏

増田　恭子

増田　泰久

松尾　浩亘

松下　隆信

水野　一保

望月　　浩

森下巳代子

山﨑　　亨

山﨑　　豊

山梨　昭次

吉田治郎七

和久田健司

植田　勝智

久保田博明

杉山　孝俊

神谷　文吾

静岡市ホテル旅館（協）

静岡県醤油醸造工業（協）

（協）水産パークヤイヅ

（協）静岡専門店会

清水港木材産業（協）

遠州織物工業（協）

静岡県西部商工（協）

富士宮駅前通り（商振）

焼津蒲鉾商工業（協）

静岡機械金属工業団地（協）

浜松地区運送事業（協）

（協）小糸製作所協力会

静岡県商工（協）

伊東商業（協）

東芝機械協力（協）

富士製紙（協）

（協）島田計器部品センター

（協）浜松卸商センター

浜松鉄工機械工業（協）

沼津鉄工機械工業（協）

静岡県菓子（工）

浜松鍍金工業（協）

静岡県中小企業団体中央会
（ファルマバレーセンター所長）

常務理事・
事務局長
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総　務　課	 �会員に関すること、総会・理事会の開催、職員の人事・教育・福祉・福利厚生、予算・決算・財務・経理・庶務、高度化資金償還事務、関係
機関の慶弔対応、各種情報の収集、各種資料の保存整備、役員の秘書業務、組合及び中小企業施策一般の建議・陳情、法令及び組織等
に関する調査研究、行政・支援機関・全中・各県中央会等関係機関との連絡・協調、国・県・市の各種審議会・委員会への派遣、指導員実
地研修事業、相談室、巡回指導、組合御用聞きシステムの推進●［連携補助事業］指導員及び職員の設置、指導員等の資質向上●［委
託事業］＜コンパクトシティ課題研究事業＞●［その他］担当事業関係コンピュータ入力 、事務所機能維持管理

連携組織課	 �組合等の設立・運営等の指導、各種連携組織の創業・起業等の指導、相談室、巡回指導、監査指導、解散指導、休眠組合再建・整理指導、
各種調査の実施、組合御用聞きシステムの推進、組織化推進プロジェクト●［連携補助事業］連携組織活性化支援事業、組合台帳作成
事業、資料収集加工事業、研修会開催事業（組合トップセミナー、青年部県大会）、懇談会開催事業、コンピュータ設置、組合指導情報
整備事業、ネットワーク運営、中小企業団体情報連絡員の設置●［委託事業］＜新連携・地域資源活用プログラム等利用支援業務＞	
●［一般事業］青年中央会事業、官公需適格組合情報収集・提供事業、官公需適格組合更新・新規取得等承認申請支援、流通対策事業、
中小企業商業流通対策事業●［関係機関管理指導］青年中央会（県・中部・清水）、県食品産業協議会、県食料産業クラスター協議会、
県機械金属工業（協連）、静岡農商工連携支援ネットワーク会議●［その他］米ペースト販路開拓事業、農商工連携、６次産業認定相
談指導、公益法人の見直し・課題組合への対応、関係機関との連絡・協調、各種認可・届出等の指導、講師の斡旋・派遣、報道機関への
情報提供、組合指導に関わる各種事務作業、担当事業関係コンピュータ入力 、情報化相談指導（ホームページ、メール、LAN等）

経営支援課	 �組合等の設立・運営等の指導、各種連携組織の創業・起業等の指導、相談室、巡回指導、監査指導、解散指導、休眠組合再建・整理指導、
各種調査の実施、組合御用聞きシステムの推進●［連携補助事業］＜活力支援事業＞ものづくり支援事業、まち・地域づくり支援事
業、ひとづくり支援事業、連携組織活性化支援事業、地域産業実態調査事業、活性化情報誌、資料収集加工、研修会開催事業、懇談会
開催事業●［小企業者組織化指導事業］小企業者組織化特別講習会、小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業、調査研究	
●［委託事業］高度化資金貸付事務委託、地域中小企業支援センター、下請適正取引推進ガイドライン普及啓発事業、コミュニティ
ビジネス創出支援事業●［一般事業］運営指導事業、金融対策事業、教育事業、産業振興対策事業、地域資源活用プログラム支援事
業、中小企業支援ネットワーク強化事業、流通対策事業、中小企業通商対策事業、特別対策事業、大会開催事業（全国大会・静岡県大
会）●［関係機関管理指導］県中小企業団地協議会、職員協会（県、中部支部）、県レディース中央会、組合士会、全国中央会活路事業支
援●［その他］BCP策定支援事業、県国内クレジット化支援事業、課題組合への対応、関係機関との連絡・協調、各種認可・届出等の指
導、講師の斡旋・派遣、報道機関への情報提供、組合指導に関わる各種事務作業、担当事業関係コンピュータ入力

東部事務所	 �県東部地区における相談室、巡回指導、組合等設立・運営支援事業全般に関すること、組合御用聞きシステムの推進●［連携補助事
業］活力支援事業、連携組織活性化支援事業、研修会開催事業、懇談会開催事業●［小企業者組織化指導事業］小企業者組織化特別講
習会、小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業、調査研究●［委託事業］富士山麓医療関連機器製造業者等交流会、コミュ
ニティビジネス創出支援事業●［一般事業］運営指導事業、金融対策事業、教育事業、産業振興対策事業、中小企業支援ネットワーク
強化事業、流通対策事業、中小企業通商対策事業、特別対策事業、大会開催事業、東部地区振興事業●［関係機関管理指導］県東部商
工（協）、東部青年中央会、職員協会東部支部●［その他］関係機関との連絡・協調、担当事業関係コンピュータ入力

西部事務所	 �県西部地区における相談室、巡回指導、組合等設立･運営支援事業全般に関すること、組合御用聞きシステムの推進●［連携補助事
業］活力支援事業、連携組織活性化支援事業、研修会開催事業、懇談会開催事業●［地域振興事業］経営革新・新連携支援事業●［小企
業者組織化指導事業］小企業者組織化特別講習会、小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業、調査研究●［委託事業］掛川
市中小商工業活性化事業●［一般事業］運営指導事業、金融対策事業、教育事業、産業振興対策事業、中小企業支援ネットワーク強
化事業、流通対策事業、中小企業通商対策事業、特別対策事業、大会開催事業、西部地区振興事業●［関係機関管理指導］県西部商工
（協）、西部青年中央会、職員協会西部支部●［その他］関係機関との連絡・協調、担当事業関係コンピュータ入力

労働対策課	 �組合等の設立・運営等の指導、各種連携組織の創業・起業等の指導、相談室、巡回指導、解散指導、休眠組合再建・整理指導、各種調査
の実施、労働関係対策事業、組合御用聞きシステムの推進●［連携補助事業］組合特定問題実態調査●［委託事業］労働教育委託事
業、中小企業次世代育成支援取組促進事業、中小企業相談支援事業、地域中小企業の人材確保・定着支援事業、希望者全員65歳雇用
確保達成事業●［一般事業］無料職業紹介事業、大会開催事業（表彰式典の開催）●［関係機関管理指導］県中小企業労務改善団体連
合会●［その他］関係機関との連絡・協調、担当事業関係コンピュータ入力

業　務　課	 �労働指導・巡回指導に関すること、退職金制度の加入促進、年金共済、スーパー Jプラン制度の加入勧奨、関係機関との連絡・協調、新
規共済制度の開発・研究、中小企業労働指導の調査・研究、各種共済制度の推進

業務管理課	 �退職金・年金・大型補償、スーパー Jプラン制度の管理●［関係機関管理指導］県郷土工芸品振興会●［その他］関係機関との連絡・協
調、担当事業関係コンピュータ入力

調査研究課	 �各団体指導等 （協）静岡県中小企業調査研究機構、静岡県流通システム（協）、静岡県商工（協）、掛川市中小商工業活性化事業

−−− 静岡県中小企業団体中央会・平成24年度業務分掌表 −−−

6中小企業静岡 2012.6

組合活性化情報

24年06月号_本文.indd   6 12/06/22   9:04



組合活性化情報

平成24年度　中央会通常総会

中央会では、本年度の補助事業対象組合等を募集しています。「あんなことをしてみたい」、「こんなことに困って
いる」…とお考えの皆様、是非ご活用下さい！ 詳細は、本会までお問い合わせをお願いします。

なお、事業名及び補助金額は変更される場合があります。また、補助対象枠に達した場合、募集を締め切る場合も
ございますのでご注意下さい。

＊いずれの事業も実施主体は中央会ですので、組合等の会計に補助金は入りません。
　また、本事業に係る支払いは中央会が行います。

－中央会が実施主体となり、個別の組合等に対し特定のテーマに沿った支援を行なう事業－

－小企業者組合を対象とした事業－

■連携組織活性化支援事業

■労働教育委託事業

■小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業

■小企業者組織化特別講習会

組合や連携グループ等が抱える様々な課題について、独自の対応が困難な場合に専門家派遣や研究会の開催な
どを通じその解決を探ります。

課題あるいは組織体の規模等に応じて、「大規模」「中規模」「小規模」のそれぞれで対応します。
●事業対象：組合、連携グループ 等
●対象経費：謝金、旅費、会場借料 等
●事業費：
　　　大規模（実施回数：5回以上）900千円（補助率2/3、自己負担1/3）
　　　中規模（実施回数：3回以上）225千円（同上）
　　　小規模①（実施回数：2回以上）150千円（同上）
　　　小規模②（実施回数：2回以上）90千円（同上）
●お問合せ先：連携組織課、東部事務所、西部事務所

　従業員の福祉向上や労使関係の正しい理解と知識の修得等を目的に、講習会等を開催するために活用できます。
●事業対象：組合、連携グループ、個別企業 等 
●対象経費：謝金 等 
●事業費：50,000円（補助率1/1） 
●お問合せ先：労働対策課 

　小企業者組合（※）が、組合員及び組合の活性化のため、・ＩＴを活用した市場開拓・首都圏や海外等の新たな需要先
の開拓・今後の原材料の安定的確保・消費者ニーズに対応する新たな意匠開発・物流システムの効率化 ・伝統技能の 
継承・他分野等との連携による技術開発等に実施する場合、フィージビリティ・スタディ（実行可能性調査）及びフィー
ジビリティ・スタディの結果を活用した事業化のための実証システム構築等の立ち上げに対して助成します。
　なお、当該事業の実施にあたっては、組合員の経営課題を踏まえた事業テーマが選定されていること、選定された
テーマが実現性の高いものであること、事業成果を活用することにより組合員等の付加価値額の向上や他の数値目標
の向上等の成果が期待できるものであること、委員会等の事業推進体制、事業スケジュール、事業経費等が適切なもの
であること、事務局体制が整備されていることなどを勘案し、対象組合を選考いたします。
●事業対象：小企業者組合 
●対象経費：謝金・旅費・会議費・印刷費・原稿料・雑役務費・通信運搬費・消耗品費・借損料・委託費
●�事業費：�組合が行う事業経費が180万円を超える場合は120万円以内、180万円未満の場合は実際に要した額の2/3

以内
●お問合せ先：経営支援課

　中央会が主体となって小企業者組合の役職員や小企業者を講習対象とした講習を開催。組織制度、共同事業、経
営、経理・税務、労働、法律、中小企業施策等について、小企業者組合及び小企業者の経営力の向上等を目的に、小企
業者の組織化促進や運営の向上に役立てようとするものです。
●事業対象：小企業者組合 
●対象経費：謝金・旅費・会場借料・資料費・通信運搬費・消耗品費・借損料
●事 業 費：１回9万円上限（事業費の2/3を補助します）
●お問合せ先：経営支援課
※小企業者組合＝製造業等は従業員5名以下、小売・サービス等は従業員2名以下の組合員が当該組合の3/4以上を占める組合

平成24年度　中央会補助事業のご案内
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事
業
継
続
計
画
（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）
策
定
後
、

そ
の
維
持
を
図
る
た
め
に
欠
か
せ
な

い
事
業
継
続
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
Ｂ
Ｃ
Ｍ
）。

組
合
員
の
ス
キ
ル
を
集
約
し
、
企
業
の
Ｂ
Ｃ

Ｍ
を
支
援
し
よ
う
と
今
年
三
月
に
組
合
を
設

立
。
初
代
理
事
長
に
就
任
し
た
。

「
組
合
の
名
称
に
は
、
Ｂ
Ｃ
Ｐ
を
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
す
る
技
術
の
開
発
と
推
進
を
共
同
で

取
り
組
む
気
持
ち
を
込
め
ま
し
た
」。

ス
ズ
キ
株
式
会
社
で
は
、
要
と
な
る
生
産

技
術
部
門
を
担
当
。
定
年
と
同
時
に
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
事
務
所
を
立
ち
上
げ
、
企
業
の
生

産
管
理
や
管
理
者
教
育
を
支
援
し
、
品
質
並

び
に
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
審
査

員
も
務
め
て
き
た
。

「
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
に
所
属
す
る
メ
ー

カ
ー
で
Ｂ
Ｃ
Ｍ
の
機
能
を
検
討
し
た
際
、
情

報
の
ク
ラ
ウ
ド
化
や
緊
急
時
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
の
確
認
、
物
流
面
で
の
各
種
想
定
が

必
要
と
な
り
、
専
門
的
な
知
識
や
経
験
に

よ
る
知
見
の
必
要
性
を
痛
感
さ
せ
ら
れ
ま
し

た
」。この

時
、
頭
に
浮
か
ん
だ
の
が
ス
ズ
キ
時

代
、
七
年
に
わ
た
り
生
産
シ
ス
テ
ム
の
開
発

に
取
り
組
ん
だ
仲
間
の
顔
だ
っ
た
。

「
当
時
彼
ら
は
、
大
手
電
機
メ
ー
カ
ー
か

ら
派
遣
さ
れ
た
エ
ン
ジ
ニ
ア
で
、
独
立
後
も

付
き
合
い
が
あ
り
ま
し
た
。
旧
知
の
仲
な
の

で
、
こ
ち
ら
の
相
談
に
も
二
つ
返
事
で
応
じ

て
く
れ
ま
し
て
」。

一
緒
に
Ｂ
Ｃ
Ｍ
の
機
能
を
策
定
す
る
中

で
、
互
い
が
持
つ
専
門
知
識
と
技
術
を
集
約

さ
せ
て
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
企
業
の
Ｂ
Ｃ
Ｍ

を
支
援
す
る
こ
と
を
検
討
。
顧
問
先
の
税
理

士
も
加
わ
り
組
合
を
設
立
し
た
。

「
本
業
を
行
い
な
が
ら
、
Ｂ
Ｃ
Ｍ
を
通
じ

て
地
元
の
企
業
に
貢
献
し
た
い
と
い
う
の
が

共
通
の
思
い
で
し
た
。
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
も
考

え
た
の
で
す
が
、有
償
で
の
支
援
に
よ
っ
て
、

互
い
の
真
剣
さ
が
よ
り
高
ま
る
と
考
え
た
次

第
で
す
」
と
語
る
。

組
合
で
は
、
有
効
な
Ｂ
Ｃ
Ｐ
を
作
成
し
維

持
、
普
及
さ
せ
る
た
め
の
手
法
で
あ
る
Ｂ
Ｃ

Ｍ
を
提
案
し
て
い
く
。

「
Ｂ
Ｃ
Ｐ
も
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
行
わ
な
い

と
、
組
織
や
事
業
環
境
の
変
化
と
と
も
に
陳

腐
化
す
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
企
業
が
Ｂ

Ｃ
Ｍ
を
導
入
し
た
時
点
で
事
業
の
継
続
や
復

旧
に
関
し
て
診
断
を
行
い
、
そ
の
結
果
を
も

と
に
最
適
な
手
法
の
構
築
を
進
め
て
ま
い
り

ま
す
」。

Ｂ
Ｃ
Ｐ
や
Ｂ
Ｃ
Ｍ
は
多
く
の
分
野
へ
の
応

用
が
可
能
だ
。

「
製
造
業
だ
け
で
な
く
、
サ
ー
ビ
ス
業
や

行
政
機
関
、
自
治
会
に
も
提
案
し
、
支
援
し

て
い
き
た
い
」
と
抱
負
を
語
る
。

趣
味
は
里
山
歩
き
。
現
役
時
代
は
仕
事
人

間
だ
っ
た
が
、
浜
松
市
主
催
の
”森
の
案
内

人
“
講
習
会
の
受
講
を
機
に
、
す
っ
か
り
里

山
に
魅
せ
ら
れ
て
し
ま
っ
た
。

「
想
い
が
高
じ
て
、
静
岡
県
環
境
学
習
指

導
員
と
森
林
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
の
資
格
を

取
得
し
ま
し
た
。
現
在
、
浜
松
市
の
”森
の

案
内
人
の
会
“
に
所
属
し
、
毎
月
第
三
日
曜

日
に
市
内
の
道
の
駅
な
ど
で
開
か
れ
る
散
策

会
に
参
加
し
て
い
ま
す
」。

BCM技術開発推進事業協同組合
小川直人 理事長

見直して安心
事業継続計画

知識と技術を集約し
企業に貢献したい

組合活性化情報

知識と技術を集約し
企業に貢献したい
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組合の動き

大
浜
給
食
協
同
組
合
（
福
田
徹
郎
理

事
長
）
で
は
新
た
に
”大
豆
ミ
ー
ト
料

理
“
を
開
発
し
、
こ
の
ほ
ど
給
食
の
メ

ニ
ュ
ー
に
加
え
た
。

組
合
で
は
昨
年
度
、
静
岡
県
中
央
会

の
助
成
を
受
け
、
藤
枝
市
在
住
の
管
理

栄
養
士
で
調
理
師
の
中
野
ヤ
ス
コ
さ
ん

を
顧
問
に
招
き
、開
発
を
進
め
て
き
た
。

大
豆
ミ
ー
ト
は
大
豆
粉
の
加
工
食
材

で
高
タ
ン
パ
ク
低
カ
ロ
リ
ー
と
、
安
価

な
が
ら
肉
の
代
わ
り
と
な
る
。
新
メ

ニ
ュ
ー
は
、
大
豆
ミ
ー
ト
を
使
っ
た
酢

豚
、
ト
マ
ト
カ
レ
ー
、
里
芋
そ
ぼ
ろ
あ

ん
か
け
な
ど
十
品
。
メ
ニ
ュ
ー
追
加
に

先
立
っ
て
行
わ
れ
た
試
食
会
で
は
、
組

合
員
ら
約
七
○
名
が
バ
イ
キ
ン
グ
形
式

で
好
み
の
料
理
を
食
べ
、「
肉
と
変
わ

ら
な
い
味
と
食
感
で
お
い
し
い
」
と
舌

鼓
を
打
っ
た
。

同
組
合
で
は
現
在
、
一
日
あ
た
り
約

三
千
食
を
地
元
掛
川
市
南
部
を
中
心
に

菊
川
市
、
旧
浜
岡
町
内
の
事
業
所
に
提

供
し
て
い
る
。

組
合
の
赤
堀
弘
美
所
長
は
「
大
豆

ミ
ー
ト
を
取
り
入
れ
た
事
業
所
給
食
は

全
国
的
に
も
珍
し
い
。
ヘ
ル
シ
ー
で
、

男
性
に
も
食
べ
応
え
の
あ
る
メ
ニ
ュ
ー

が
で
き
た
」
と
ア
ピ
ー
ル
。
大
豆
ミ
ー

ト
料
理
を
人
気
メ
ニ
ュ
ー
に
育
て
、
さ

ら
な
る
経
営
強
化
を
図
る
考
え
だ
。

お
問
い
合
わ
せ
　
大
浜
給
食
㈿
ま
で

○
五
三
七
―
七
二
―
二
六
八
○

県
内
の
鉄
筋
工
事
業
者
三
六
社
が
加

入
す
る
静
岡
県
鉄
筋
業
協
同
組
合
（
石

原
光
理
事
長
）
は
、
五
月
二
六
日
に
静

岡
市
の
グ
ラ
ン
シ
ッ
プ
静
岡
で
安
全
大

会
を
開
催
し
た
。

こ
の
大
会
は
、
安
全
に
対
す
る
意
識

の
さ
ら
な
る
向
上
と
組
合
の
団
結
強
化

を
目
的
に
一
昨
年
か
ら
開
催
さ
れ
、
今

年
で
三
回
目
。
当
日
は
組
合
員
や
従
業

員
ら
約
一
○
〇
人
が
参
加
し
た
。

石
原
理
事
長
は
「
安
全
と
は
自
分
の

身
を
守
る
だ
け
で
は
な
い
。
怪
我
を
す

れ
ば
家
族
や
同
僚
を
は
じ
め
多
く
の
人

に
迷
惑
を
か
け
る
こ
と
に
な
る
。
災
害

ゼ
ロ
へ
の
自
覚
を
常
に
持
ち
、
ゆ
と
り

を
持
っ
た
作
業
の
確
保
と
安
全
で
安
心

な
会
社
づ
く
り
、
職
場
づ
く
り
を
目
指

そ
う
」
と
あ
い
さ
つ
。

続
い
て
、
組
合
員
の
取
引
先
で
あ
る

建
設
会
社
の
安
全
衛
生
担
当
者
が
、
安

全
管
理
上
の
留
意
点
に
つ
い
て
説
明
。

「
労
働
災
害
防
止
の
重
要
性
へ
の
認

識
を
よ
り
深
め
、
安
全
管
理
体
制
の
強

化
と
設
備
の
充
実
を
図
り
、
安
全
・
安

心
・
笑
顔
の
絶
え
な
い
職
場
と
元
気
な

日
本
を
築
く
た
め
に
、
組
合
員
一
丸
と

な
っ
て
一
層
の
努
力
を
続
け
る
」
と
す

る
安
全
宣
言
に
続
き
、
参
加
者
全
員
が

「
慣
れ
た
仕
事
も
安
全
確
認　

そ
の
目

で
し
っ
か
り
危
険
予
知　

プ
ロ
の
誇
り

だ
無
災
害
」
と
シ
ュ
プ
レ
ヒ
コ
ー
ル
を

あ
げ
、
安
全
を
誓
っ
た
。

「
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
防
止
対
策
」
を

テ
ー
マ
に
し
た
特
別
講
演
で
は
、
損
害

保
険
会
社
か
ら
講
師
を
招
き
、
安
全

衛
生
教
育
の
重
要
性
を
は
じ
め
、
作
業

員
が
自
ら
取
る
べ
き
安
全
策
、
そ
し
て

ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
の
内
容
と
災
害
発

生
時
に
お
け
る
措
置
に
つ
い
て
学
ん
だ
。

お
い
し
さ
と
健
康
を
両
立

大
豆
ミ
ー
ト
の
新
メ
ニ
ュ
ー
が
デ
ビ
ュ
ー

大
浜
給
食
協
同
組
合

労
働
災
害
ゼ
ロ
を
目
指
し 

安
全
大
会
を
開
催

静
岡
県
鉄
筋
業
協
同
組
合

▲�労働災害の防止に向け組合員が一丸となって取り組むことを
宣言した

▶�

試
食
会
の
様
子▼�新メニューを取り

入れた給食

10中小企業静岡 2012.6

24年06月号_本文.indd   10 12/05/29   17:19



組合活性化情報

波
デ
ジ
タ
ル
化
完
了
後
の
大
き
な
ビ
ジ

ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
と
捉
え
、
組
合
員
に
対

応
を
促
し
て
き
た
。

最
終
段
階
と
な
る
研
修
は
、
”太
陽

光
特
別
塾
“
と
銘
打
っ
て
先
月
ス
タ
ー

ト
し
た
。

こ
れ
ま
で
の
研
修
で
学
ん
だ
太
陽
光

発
電
シ
ス
テ
ム
の
概
要
や
設
置
に
よ
る

メ
リ
ッ
ト
、
製
品
装
置
の
知
識
等
を
踏

ま
え
、設
置
場
所
の
調
査
や
施
工
方
法
、

県
や
市
町
へ
の
補
助
金
申
請
手
続
き
を

中
心
に
八
月
ま
で
三
回
に
わ
た
っ
て
研

修
す
る
。

組
合
の
山
岸
誠
事
務
局
長
は
、

「
ポ
ス
ト
地
デ
ジ
と
し
て
組
合
員
の

関
心
も
高
い
。
し
か
し
、
電
力
会
社
へ

の
売
電
価
格
が
下
が
る
こ
と
が
決
ま
っ

て
い
る
た
め
、
短
期
決
戦
に
は
な
っ
て

し
ま
う
。
今
回
の
研
修
で
し
っ
か
り
と

知
識
を
身
に
つ
け
、
太
陽
光
発
電
シ
ス

テ
ム
を
売
り
込
む
こ
と
で
業
界
活
性
化

の
起
爆
剤
と
な
っ
て
ほ
し
い
」
と
期
待

を
込
め
て
述
べ
た
。

県
内
五
九
一
の
家
電
製
品
販
売
店
で

構
成
す
る
静
岡
県
電
機
商
業
組
合
（
石

井
勝
治
理
事
長
）
で
昨
年
九
月
か
ら
三

段
階
に
分
け
て
実
施
し
て
き
た
「
太
陽

光
発
電
研
修
会
」
が
大
詰
め
を
迎
え
て

い
る
。

東
日
本
大
震
災
以
降
、
L
E
D
電
球

な
ど
と
並
び
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
商
品
と
し

て
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
太
陽
光
発
電

シ
ス
テ
ム
。
組
合
で
も
テ
レ
ビ
の
地
上

静
岡
県
中
央
会
で
は
、
こ
の
ほ
ど
静

岡
県
よ
り
「
経
営
革
新
推
進
賞
」
を
受

賞
し
た
。

同
賞
は
、
中
小
企
業
の
経
営
革
新
計

画
の
作
成
を
支
援
す
る
商
工
団
体
や
個

人
を
県
が
顕
彰
す
る
も
の
で
、
年
間

一
五
件
以
上
を
支
援
し
た
団
体
や
三
件

以
上
の
支
援
を
行
っ
た
個
人
が
対
象
。

本
会
の
受
賞
は
四
年
連
続
四
回
目
と

な
っ
た
。
ま
た
、
個
人
賞
は
五
人
の
指

導
員
が
受
賞
し
た
。

授
賞
式
は
四
月
二
四
日
の
本
会
理
事

会
席
上
で
行
わ
れ
、
静
岡
県
経
済
産
業

部
渥
美
敏
之
部
長
代
理
か
ら
、
佐
野
光

治
会
長
と
指
導
員
に
そ
れ
ぞ
れ
賞
状
や

認
定
証
が
手
渡
さ
れ
た
。

佐
野
会
長
は
受
賞
に
あ
た
り
、「
経

営
革
新
に
挑
戦
す
る
前

向
き
な
中
小
企
業
の
掘

り
起
こ
し
に
全
力
で
取

り
組
む
こ
と
で
、
地
域

経
済
の
活
性
化
と
業
界

の
振
興
に
向
け
て
鋭
意

努
力
し
て
い
き
た
い
」

と
挨
拶
し
た
。

経
営
革
新
計
画
は
、

中
小
企
業
新
事
業
活
動
促
進
法
に
基
づ

き
、
新
商
品
の
開
発
や
新
サ
ー
ビ
ス
の

導
入
な
ど
新
た
な
事
業
に
チ
ャ
レ
ン
ジ

す
る
企
業
を
支
援
す
る
取
り
組
み
で
、

県
か
ら
承
認
を
受
け
た
企
業
は
、
税

制
や
金
融
な
ど
各
種
の
支
援
が
受
け
ら

れ
る
。

平
成
二
三
年
度
、
県
内
で
は
四
一
四

件
が
承
認
。
こ
の
う
ち
本
会
で
は
、

三
二
件
の
承
認
を
支
援
し
た
。　

個
人
賞
を
受
賞
し
た
本
会
指
導
員

は
、
次
の
と
お
り
。

東
部
事
務
所
副
所
長　
　

大
村
吉
夫

経
営
支
援
課
課
長
代
理　

渡
辺
国
義

経
営
支
援
課
主
幹　
　
　

鈴
木
充
正

東
部
事
務
所
主
査　
　
　

真
野
匡
雄

東
部
事
務
所
主
任　
　
　

飯
塚　

隆

太
陽
光
発
電
を
業
界
の
起
爆
剤
に

シ
リ
ー
ズ
で
研
修
会
を
開
催

静
岡
県
電
機
商
業
組
合

四
年
連
続
で「
経
営
革
新
推
進
賞
」を
受
賞静岡

県
中
央
会

▶
渥
美
県
経
済
産
業
部
長
代
理（
手
前
）に
受
賞
の
言
葉
を
述
べ
る
佐
野
会
長

▶�

ポ
ス
ト
地
デ
ジ
と
な
る
太
陽
光
発
電
装
置
に
つ
い

て
熱
心
に
学
ぶ
組
合
員

組
合
で
は
「
こ
の
大
会
を
機
に
、
安

全
に
対
し
て
さ
ら
な
る
意
識
の
向
上
に

つ
な
げ
て
い
き
た
い
」
と
期
待
を
込
め

て
い
る
。
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決算関係書類等の提出はお済みですか？決算関係書類等の提出はお済みですか？
協同組合等では、総会終了後、行政庁に対する決算関係書類の提出が義務付けられています。
役員変更届や定款変更認可申請、変更登記申請と合わせ、今一度ご確認下さい。

決算関係書類

決算関係書類は、通常総会に提出し、承認を受け、総会終了の日から２週間以内に行政庁に提
出することが義務付けられています。

添付書類（中小企業等協同組合法（中協法）施行規則第12条、中小企業団体の組織に関する法律（中団法）施
行規則第21条）：
①事業報告書
②財産目録
③貸借対照表
④損益計算書
⑤剰余金の処分または損失の処理の方法を記載した書面
⑥上記①～⑤を提出した総会（又は総代会）の議事録（謄本でよい）

提出部数：
中部地区組合2部、東西地区組合3部（運輸局所管組合はさらに1部追加）。

役員に変更があった場合は、変更のあった日から２週間以内に所管行政庁に届け出ることが定
められています。
役員の変更とは、役員の改選をはじめ役員の氏名や住所があった場合、補充があった場合、代

表理事の交代、役員の死亡または辞任した場合など役員に関する一切の変更をいいます。

添付書類（中協法施行規則第3条、中団法施行規則第1条の8）：
①変更した事項を記載した書面（変更前と変更後の対照表）
②変更年月日および理由を記載した書面
（変更理由は、「任期満了に伴う役員選挙が行われたため」、「○○理事宅が転居したため」等簡明にその
事実を記載します）
③役員変更が役員の選挙または選任によった場合には、総会（総代会）と理事会の議事録（謄本でよい）
※役員の住所や氏名などの変更の場合は、③の議事録は不要です。
※信用協同組合または火災共済協同組合の常勤役員の選任による変更の場合は、新たに選任された常勤
役員の経歴書

提出部数：
中部地区組合2部、東西地区組合3部（運輸局所管組合はさらに1部追加）。

定款変更は、行政庁の認可を受けた時点で初めてその効力が発生します。したがって認可日以
前に新事業を実施した場合などは定款違反となるので注意が必要です。また登記事項（事業や名
称、事務所の所在地等）については認可書到達後、変更登記を要します。
代表理事の変更、事務所移転、名称変更、事業の変更、出資の総口数及び払込済出資総額の変

更、定款中の地区の変更、公告方法の変更、出資一口の金額の変更については、変更登記申請が
必要となります。
なお、代表理事の変更については、役員改選により同一人が就任した場合も登記手続きが必要

となりますのでご注意下さい。

役員変更届

定款変更認可申請・変更登記申請
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事
業
協
同
組
合
は
我
が
国
に
四
万
近
く
存
在
す
る
中

小
企
業
組
合
の
中
心
的
な
存
在
で
あ
り
、
設
立
数
に
お

い
て
そ
の
約
八
割
を
占
め
、
広
く
中
小
企
業
者
に
活
用

さ
れ
て
多
岐
に
わ
た
る
事
業
を
展
開
し
て
い
る
。

日
常
の
企
業
活
動
に
お
い
て
も
、
事
業
協
同
組
合
を
は

じ
め
と
す
る
中
小
企
業
組
合
に
は
組
合
員
に
と
っ
て
効
果

あ
る
事
業
の
提
供
が
求
め
ら
れ
て
い
る
が
、
そ
の
ニ
ー
ズ

に
応
え
よ
う
と
自
ら
の
将
来
像
を
模
索
し
て
い
る
組
合

も
少
な
く
な
い
。

ト
ピ
ッ
ク
ス
で
は
、
昨
年
度
、
全
国
中
小
企
業
団
体

中
央
会
が
行
っ
た
「
事
業
協
同
組
合
実
態
調
査
」
の
結

果
を
基
に
、
事
業
協
同
組
合
の
現
状
を
紹
介
す
る
。

調
査
の
概
要

①
調
査
対
象 

 

各
都
道
府
県
中
央
会
が
選
定

し
た
、
共
同
事
業
を
活
発
に

行
っ
て
い
る
事
業
協
同
組
合

全
国
合
計
三
一
○
○
組
合

 
 〈

内
訳
〉
製
造
業
六
六
五
組

合
、
卸
売
業
三
二
三
組
合
、

小
売
業
五
八
五
組
合
、
サ
ー

ビ
ス
業
四
一
九
組
合
、
建
設

業
四
三
五
組
合
、
運
輸
・
倉

庫
業
三
二
四
組
合
、
異
業
種

三
四
九
組
合

②
回 

答 

数 

二
三
七
九
組
合

 

回
答
率
七
六.

七
％

③
調
査
実
施
日 

 

平
成
二
三
年
十
月
二
六
日
〜

一
二
月
一
五
日

④
調
査
方
法 

 

郵
送
に
よ
り
調
査
票
を
対
象

組
合
に
配
布

⑤
調
査
内
容 

 

組
織
の
概
要
、
共
同
事
業
の

状
況
、
組
合
基
盤
の
状
況
、

今
後
の
活
動
方
針
等

組
合
員
数
の
分
布
と

専
従
役
職
員
の
設
置
状
況

回
答
組
合
の
組
合
員
数
別
分
布
は
、「
六
人
〜

二
○
人
」
が
二
八.

八
％
と
最
も
多
く
、
次
い
で

「
二
一
人
〜
五
○
人
」
の
二
五.

一
％
、「
五
一
人

〜
一
○
○
人
」
の
一
五.

二
％
の
順
と
な
っ
た
。

五
○
人
以
下
の
組
合
が
六
割
近
く
を
占
め
る
一

方
、「
一
〇
〇
一
人
以
上
」
の
大
規
模
組
合
も

一.

二
％
あ
っ
た
（
図
表
①
）。

組
合
員
数
の
平
均
値
は
一
一
○.

八
人
、
中
央

値
が
三
一
人
と
中
規
模
の
組
合
が
多
数
を
占
め

た
。な

お
、
回
答
組
合
の
う
ち
製
造
業
、
運
輸
・

倉
庫
業
、
小
売
業
で
組
合
員
二
○
人
以
下
の
組

合
の
割
合
が
、
ま
た
建
設
業
、
サ
ー
ビ
ス
業
で

は
組
合
員
一
○
一
人
以
上
の
組
合
の
割
合
が
そ

れ
ぞ
れ
高
い
。

組
合
の
業
務
に
従
事
し
て
い
る
専
従
役
職
員

に
つ
い
て
は
、
一
名
以
上
置
い
て
い
る
組
合
が

八
九.

七
％
と
九
割
近
く
に
達
し
て
い
る
。「
二
人
」

全国中央会
｢事業協同組合実態調査｣報告書より

共同事業の活発化策のトップは
 「事業利用の普及勧奨｣
３割強の組合が｢組合員の
事業継承への支援｣を検討

0.0

不明 1.0 

1001人以上

501～1000人 1.8

301～500人 2.4 

201～300人 2.3

201人以上 7.8

101～200人 9.4 9.4 

51～100人 15.2

21～50人 25.1 

6～20人 28.8 28.8 

5人以下 5.0 

1.2

5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0
（％）

Topics

図表① 組合員数の分布状況

14中小企業静岡 2012.6

24年06月号_本文.indd   14 12/05/29   15:24



と
の
回
答
が
最
も
多
く
二
二.

七
％
、次
い
で
「
一

人
」
の
一
七.

八
％
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
②
）。

共
同
事
業
の
活
発
化
策

共
同
事
業
の
活
発
化
策
に
つ
い
て
は
、「
組
合

員
に
共
同
事
業
利
用
の
普
及
勧
奨
を
行
っ
て
い

る
」
が
四
六.

四
％
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
共

同
事
業
を
定
期
的
に
見
直
し
改
善
を
行
っ
て
い

る
」が
三
六.

○
％
、「
共
同
事
業
へ
の
組
合
員
ニ
ー

ズ
を
定
期
的
に
把
握
し
て
い
る
」
の
二
九.

二
％

の
順
と
な
っ
て
い
る
。
共
同
事
業
の
活
発
化
に

積
極
的
に
取
り
組
む
組
合
が
多
い
一
方
、「
特

に
行
っ
て
い
る
こ
と
は
な
い
」
と
い
う
回
答
も

一
六.

九
％
あ
っ
た
（
図
表
③
）。

重
点
事
業
と
そ
の
効
果

実
施
し
て
い
る
共
同
事
業
の
う
ち
、
重
点
を

置
い
て
い
る
の
は
共
同
購
入
が
最
も
多
く
、
次

い
で
共
同
受
注
、
従
業
員
の
教
育
・
訓
練
、
共

同
宣
伝
・
販
売
促
進
、
情
報
の
収
集
・
提
供
の

順
と
な
っ
て
い
る
。

重
点
を
置
い
て
実
施
し
て
い
る
事
業
の
組
合

へ
の
効
果
に
つ
い
て
は
、「
組
合
の
主
要
な
収
入

源
と
な
っ
て
い
る
」
が
四
六.
六
％
と
半
数
近
く

を
占
め
、
次
い
で
「
組
合
の
認
知
度
向
上
に
役

立
っ
て
い
る
」
が
一
七.

九
％
で
あ
っ
た
。
重
点

事
業
が
組
合
の
財
政
を
支
え
る
と
と
も
に
、
組

合
員
に
と
っ
て
も
欠
か
せ
な
い
存
在
で
あ
る
こ

と
が
う
か
が
え
る
（
図
表
④
）。

組
合
員
の
新
規
加
入
と
そ
の
理
由

最
近
五
年
間
で
組
合
員
の
加
入
が
あ
っ
た
組

合
は
五
二.

八
％
。
加
入
が
な
か
っ
た
組
合
が

四
六.

四
％
で
ほ
ぼ
半
数
ず
つ
で
あ
っ
た
（
図
表

⑤
）。

0.0

不明 1.6 

31人以上 1.9

21～30人 2.3

11～20人 6.8

6～10人 12.8

4～5人 12.7

3人 12.7

2人 22.7 

1人 17.8

設置して
いない 8.7 8.7 

5.0 10.0 15.0 20.0 25.0
（％）

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0
（％）

不明 8.48.4

組合の中・長期の
計画を作っている 13.313.3

特に行っている
ことはない 16.916.9

新規事業の検討を
常に行っている 27.827.8

共同事業への組合員ニーズを
定期的に把握している 29.2

共同事業を定期的に
見直し改善を行っている 36.0 36.0 

組合員に共同事業利用の
普及勧奨を行っている 46.446.4

新しい組合員の
加入要因になっている
4.6%

組合の認知度向上に
役立っている
17.9%

組合の認知度向上に
役立っている
17.9%

組合員が脱退しない
要因となっている
9.1%

組合員が脱退しない
要因となっている
9.1%

その他3.1%

特にこれといった
効果はない
7.8% 不明

11%
不明
11%

組合の主要な
収入源となっている

46.6%

図表② 専従役職員の設置状況

図表③ 共同事業の活発化策（複数回答）

図表④ 組合の重点事業の効果

図表⑤ 最近5年間で加入した
　　　 組合員の有無

新規に
加入した
組合員が
いる

新規に
加入した
組合員は
ない

不明 合 計

回答
組合数 1257 1102 20 2379

回答比
率（％） 52.8 46.4 0.8 100
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新
規
加
入
の
理
由
で
最
も
多
か
っ
た
の
は「
共

同
経
済
事
業
へ
の
参
加
」
の
四
七.

九
％
。
次
い

で
「
組
合
に
加
入
し
て
い
る
こ
と
の
信
用
力
の

取
得
」
の
三
六.

○
％
、「
技
術
・
市
場
等
の
情
報

交
換
・
交
流
・
提
携
」
の
二
三.

五
％
と
続
い
て

い
る
。
組
合
の
持
つ
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
と
自

社
の
対
外
信
用
力
の
強
化
を
目
的
に
加
入
す
る

企
業
が
多
い
こ
と
が
読
み
取
れ
る
（
図
表
⑥
）。

主
要
な
収
入
と
純
損
益
の
傾
向

組
合
の
主
要
な
収
入
で
上
位
三
つ
に
あ
げ

ら
れ
た
も
の
を
集
計
し
た
結
果
、「
賦
課
金
収

入
」
が
七
一.

七
％
、「
共
同
事
業
収
入
（
共
済
・

金
融
事
業
を
除
く
）」
が
六
八.

一
％
と
高
い
割

合
を
見
せ
た
。
こ
れ
に
「
そ
の
他
の
収
入
」
の

二
一.

○
％
、「
補
助
金
・
助
成
金
収
入
」
の

一
五.

一
％
と
続
い
て
い
る
（
図
表
⑦
）。

「
そ
の
他
の
収
入
」
に
つ
い
て
は
、
労
働
保
険

事
務
の
委
託
や
保
険
代
理
店
業
務
に
よ
る
も
の

を
は
じ
め
、
イ
ベ
ン
ト
開
催
時
の
収
入
な
ど
と

い
う
回
答
が
寄
せ
ら
れ
た
。

最
近
5
年
間
の
純
損
益
の
傾
向
に
つ
い
て
は
、

「
黒
字
傾
向
」
が
三
一.

○
％
で
あ
る
の
に
対
し
、

「
赤
字
傾
向
」は
二
四.

五
％
で
あ
っ
た（
図
表
⑧
）。

損
益
額
で
は
「
一
○
○
万
円
〜
五
○
○
万
円

未
満
」
が
二
○.

二
％
と
最
も
多
く
、次
い
で
「
一

○
万
円
〜
五
○
万
円
未
満
」
の
一
四.

一
％
、「
△

一
○
万
円
未
満
」
の
一
一.

一
％
の
順
と
な
っ
た
。

平
均
の
損
益
額
は
五
六
八.

九
万
円
。
損
益
額

が
一
○
○
○
万
円
以
上
と
回
答
し
た
組
合
が
一

○.

六
％
あ
る
た
め
、
平
均
額
を
押
し
上
げ
て
い

る
。

共
同
事
業
の
実
施
に
お
け
る

障
害
と
課
題

共
同
事
業
を
行
う
上
で
の
障
害
や
課
題
と
し

て
、
最
も
多
か
っ
た
回
答
が
「
経
済
環
境
の
変

化
で
共
同
事
業
の
有
利
性
が
低
下
し
た
」
の

四
四.

三
％
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
「
企
業
単
独
で

取
引
す
る
方
が
有
利
と
い
う
組
合
員
が
増
加
し

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0
（％）

不明 2.3

その他 14.6

新技術・新商品・
ノウハウ等の導入・取得 4.4

立地集積の効果の取得 7.37.3

各種施策の利用 8.88.8

非共同経済事業への参加 17.717.7

技術・市場等の
情報交換・交流・提携 23.5

組合に加入していることの
信用力の取得 36.036.0

共同経済事業への参加 47.947.9

100 20 30 40 50 60 70 80
（％）

その他の収入 21.0

不明 7.47.4

参加料収入 7.7

金融事業収入 9.2

共済事業収入 9.5

賛助会費収入 11.1

補助金・助成金収入 15.115.1

共同事業収入
（共済・金融事業を除く）

68.168.1

賦課金収入 71.771.7

黒字傾向
31.0％

収支均衡
35.3％

黒字傾向
31.0％

収支均衡
35.3％

赤字傾向
24.5％

不明
9.2％

図表⑥ 組合へ新規に加入した理由（複数回答）

図表⑦ 組合の主要な収入（複数回答）

図表⑧ 最近5年間の純損益の傾向
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た
」
の
一
九.

二
％
、「
共
同
事
業
を
積
極
的
に
推

進
す
る
人
が
い
な
く
な
っ
た
」
の
一
八.

二
％
と

い
う
順
で
続
い
て
い
る
。

ま
た
、「
共
同
事
業
の
競
争
相
手
が
出
現
し
利

用
が
減
少
し
た
」
と
の
回
答
が
一
六.

四
％
あ
っ

た
。
外
部
要
因
に
よ
り
、
組
合
事
業
が
厳
し
い

状
況
に
置
か
れ
て
い
る
様
子
が
う
か
が
え
る（
図

表
⑨
）。

今
後
の
共
同
事
業
の
運
営
と

環
境
変
化
へ
の
対
応

組
合
が
今
後
、
共
同
事
業
を
実
施
す
る
う
え

で
の
重
点
事
項
を
み
る
と
、「
組
合
員
の
事
業
利

用
の
促
進
」
が
四
九.

八
％
、「
現
在
実
施
中
の

事
業
の
拡
充
強
化
」
が
四
九.

六
％
と
上
位
を
占

め
、
次
い
で
「
新
規
事
業
の
企
画
・
実
施
」
が

二
九.

九
％
、「
事
業
の
効
率
的
な
実
施
体
制
の
構

築
」
が
二
五.

九
％
と
続
き
、
共
同
事
業
の
運
営
に

対
し
て
積
極
的
に
取
り
組
む
姿
勢
が
見
ら
れ
る
。

一
方
、「
実
施
事
業
数
の
削
減
・
絞
込
み
」
は

三.

四
％
、「
現
在
実
施
中
の
事
業
の
縮
小
」
は

一.

七
％
と
事
業
の
整
理
ま
た
は
縮
小
を
検
討
し

て
い
る
と
の
回
答
は
少
な
か
っ
た
（
図
表
⑩
）。

ま
た
、
組
合
で
今
後
、
環
境
変
化
へ
の
対
応

と
し
て
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
と
し
て
い
る
項

目
に
つ
い
て
は
、「
組
合
員
の
事
業
承
継
の
支
援
」

の
三
三.

三
％
で
最
も
多
く
、
続
い
て
「
地
域
振

興
・
地
域
貢
献
」
の
三
二.

一
％
、「
環
境
・
安
全

問
題
へ
の
対
応
」
の
二
八.

七
％
、「
新
た
な
サ
ー

ビ
ス
の
開
発
」
の
二
八.

五
％
、「
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン

グ
の
強
化
」
の
二
四.

八
％
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

自
ら
の
組
織
と
組
合
員
の
存
続
を
か
け
た
取
り

組
み
を
は
じ
め
外
部
と
の
連
携
な
ど
、
組
合
と

し
て
様
々
な
課
題
に
対
応
せ
ざ
る
を
得
な
い
状

況
が
垣
間
見
え
る
。

こ
れ
に
対
し
、「
事
業
継
続
計
画
（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）

の
策
定
」
は
七.

九
％
、「
組
合
員
の
海
外
展
開
の

支
援
」
は
五.

一
％
と
少
数
に
留
ま
っ
た
（
図
表

⑪
）。

＊
一
部
図
表
に
つ
い
て
本
会
で
加
工
い
た
し
ま
し
た
。

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0
（％）

不明 17.817.8

その他 13.0 13.0 

組合員の取扱商品が
変わり利用が減少した 6.76.7

多角化等で組合員の事業内容が
変化し利用が減少した 9.2

共同施設の設備・技術が
老朽化・陳腐化した 11.2

共同事業の競争相手が
出現し利用が減少した 16.416.4

共同事業を積極的に
推進する人がいなくなった 18.2

企業単独で取引する方が
有利という組合員が増加した 19.2

経済環境の変化で共同事業の
有利性が低下した 44.3 44.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0
（％）

不明 9.0

17.3

9.0

その他 1.6

現在実施中の事業の縮小 1.7

実施事業数の削減・絞込み 3.4

スケールメリットの追求・強化 13.0

他組合・外部機関との連携 17.3

事業の効率的な実施体制の構築 25.925.9

新規事業の企画・実施 29.9

現在実施中の事業の拡充強化 49.6

組合員の事業利用の促進 49.8

0.0 10.05.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0
（％）

不明 8.08.0

その他 2.9
組合員の海外展開の支援 5.1

事業継続計画（BCP）の策定 7.97.9

リサイクル・省エネルギー 11.6

新製品・新商品の開発 15.1

新分野・新事業展開の支援 17.417.4

新たなノウハウ・技術の導入 18.518.5
マーケティングの強化 24.8

新たなサービスの開発 28.528.5

環境・安全問題への対応 28.728.7

地域振興・地域貢献 32.132.1

組合員の事業承継の支援 33.333.3

図表⑨ 共同事業の実施における障害と課題（複数回答）

図表⑩ 今後の共同事業実施上の重点事項（複数回答）

図表⑪ 環境変化への対応として
　　　 今後組合で取り組むこと（複数回答）
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（平成24年4月の情報連絡員月次景況調査より）
静岡県中央会に設置されている情報連絡員〔協同組合等の役職員87名に委嘱〕による毎月の景況調査の概要です。

● 食料品
 GW前の需要が好調である。

● 繊維工業
 先月同様厳しい状況が続いている。売上が減少し、
原油の高騰により、原材料も再値上げの動きが出て
いる。

● 木材・木製品
 ４月に入り、例年通り需要が減少傾向にある。

● 窯業・土石製品
 昨年並みで推移しているが、燃料・資材等の値上が
りで各社厳しい状況が続く。

● 鉄鋼・金属工業
 瞬間的な仕事量はあるが、先行き不透明感が強い。
企業が必要とする良い人材が不足している。

● 一般機器
 決算書上、東京電力対応の節電が大きなプラス効果
につながった。本年４月１日からの電力の値上げ
（17%程度）による悪影響が大変心配。

● 輸送用機器
 昨年４月は、震災の影響で落ち込んでいたため、そ
れと比較するとプラス傾向。

● 卸売業（建材）
 公共関係は発注がなく動きは低調。民間建設物件も
水準としては依然として低調に推移している。４月
としては過去最低の月間取扱であった。

● 小売業（家電）
 太陽光発電システム機器の販売実績が好転。

● 商店街（焼津市）
 ４月上旬、２日間にわたり開催された祭りに相乗り
し、当組合もイベントを実施、販売促進効果があった。

● サービス業（宿泊）
 GWは、ほぼ満室と好調に推移した。

● 建設
 新東名高速道路に関連する工事の受注が減少、浜岡
原発の防波壁工事が現在中部地区では工事量のウェ
イトを占めている。公共工事へ期待を残しつつ、民
間工事にも積極的に取り組んでいく。

● 運輸
 昨年は、東日本大震災の影響で荷動きが悪く、トラッ
クの稼働率が落ちていたが、荷動きは震災前の水準
にほぼ戻っている。ただし、昨年同様燃料価格が高
騰しているため、収益状況は厳しい。

業界の声�対象17業種より抜粋

役員報酬の設定は理事と監事を区分して設定す
ることが求められていますが、員内と員外も区
分しなければなりませんか。

Q

組合法と団体法では、会社法を準用し、組合の
理事、監事の報酬の設定について、それぞれに区
分し、総会の議決を経るか、定款へ記載すること
を規定しています。
　しかし、ご質問の員内･員外の区分については求めてお
りません。

A
分し、総会の議決を経るか、定款へ記載すること

組合運営組合運営
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前年３月に発生した東日本大震災による経済への大幅な悪影響と比較し、今月は改善との回答が多いことから
DI値は上昇した。
３月は、２月との比較で主要三指標である売上高、収益状況、業界の景況が10ポイント以上の大幅な回復となり、

4月においても引き続き上昇傾向となり、震災時のサプライチェーンの乱れから、現在は大半が復旧したものと見
られる。
非製造業と比較し、製造業が好転を牽引した。
DI値は回復傾向にあるが、自由回答からは、製造業では繊維工業、一般機器、窯業・土石製品に、非製造業で

は運輸業の業種に原油・電気料金・原料高騰を懸念する声が多い。景況について好転という意見が聞かれる中、
全体的に予断を許さない状況が続いている。

売上高－17.3（３月－19.6）、収益状況－29.9（同－31.0）、業界の景況－27.6（同－33.4）となり、３月のいずれ
も10ポイント以上の大幅な回復に続き上昇傾向となった。
その他の項目は在庫数量－8.2（同－1.7）、販売価格－12.7（同－20.7）、取引条件－17.3（同－18.4）､資金繰り－20.7

（同－21.9）､設備操業度－7.7（同－15.4）、雇用人員－10.4（同－13.8）であった。

概　況

-90.0

-80.0

-70.0

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

売上高
収益状況
業界の景況

H15.5.1 H16.5.1 H17.5.1 H18.5.1 H19.5.1 H20.5.1 H21.5.1 H22.5.1 H23.5.1

主要三指標DI値推移（過去10年間）

DI値の推移 ※DI値 ＝［（増加・好転組合数－減少・悪化組合数）／対象組合数］×100

売上高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 設備操業度 雇用人数 業界の景況

H24.04 －17.3 －8.2 －12.7 －17.3 －29.9 －20.7 －7.7 －10.4 －27.6

DI値

H24.03 －19.6 －1.7 －20.7 －18.4 －31.0 －21.9 －15.4 －13.8 －33.4

H24.03→H24.04 2.3↑ －6.5↓ 8.0↑ 1.1↑ 1.1↑ 1.2↑ 7.7↑ 3.4↑ 5.8↑

＋0.1以上･･･ 　± 0.0～－10.0･･･ 　－10.1～－20.0･･･ 　－20.1～･･･ 　なお、｢在庫数量｣のみマイナス値が大きいほど好転を示している。

景況景況ウォッチ景況ウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチウォッチ
売上高、収益状況、業界の景況が
前月の大幅な回復に引き続き、4月も上昇傾向

組合活性化情報
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〜儲からない林業からの脱却を目指す事業体の皆様へ〜
「ビジネス林業展開支援事業」参加事業体を募集！

静岡県では、ビジネス林業※展開支援事業により、
生産性の向上に意欲のある10林業事業体と建設会社
等の新規参入に取り組む２事業体を支援します。

●支援の特徴
・�「経営革新計画」を作成し、意欲を持ってビジネス
林業に取り組むことが認められた事業体を支援し
ます。
・�木材生産を行う技術者だけでなく、経営者も含め
た事業体のチームに対して支援します。
・�支援対象事業体に認定された場合、高性能林業機
械を借り受けられ、先進的な技術を有する講師によ
る徹底指導が受けられます。
※�ビジネス林業とは、以下の３点を実行する林業と定
義します。
①需要に応じた計画的生産
②森林所有者への還元を増やす低コスト生産
③流通コストをカットする直送販売

●参加資格
・�生産性の向上に意欲のある事業体及び、現在林業
経営を行っており、今後、事業体の起業を検討し
ている者でビジネス林業を実施しようとする者、又
はこれらの者が組織したグループ
・�建設会社などの異業種で、ある程度の能力を持つ
事業体

●負 担 金　1事業体あたり10万円
●募集期間　5月上旬〜
※�募集開始は、静岡県森林組合連合会、静岡県木材
協同組合連合会を通じてお知らせします。

お問い合わせ先
静岡県経済産業部　農林業局　林業振興課
TEL：054‒221‒3618
E-mail：rinshin@pref.shizuoka.lg.jp

中小企業向け
「少子化対策・障害者雇用支援貸付」のご案内

静岡県次世代育成支援認証企業が融資対象になりました！
働きやすい職場づくり、また障害のある方を雇用す

るための環境整備に利用できます。
下記の申込窓口で受け付けておりますのでご利用

ください。

ホームページ
http://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-540/seido/
shou_000.html

お問い合わせ先
静岡県経済産業部　商工業局
商工金融課　制度資金班
TEL：054‒221‒2513　FAX：054‒221‒2349
E-mail：shokokin-yu@pref.shizuoka.lg.jp

支　援　内　容 実施期間

集合研修
・�林業界屈指の講師による徹
底講義（ビジネス林業基礎知
識、工程管理等）

7月頃

個別実地支援
・�高性能林業機械の貸出
・�先進的な林業事業体の講師
による現場指導

8月頃から
12月頃

フォローアップ
支援

・�生産コストの検証や新たな経
営戦略の検討

個別実地
支援終了後

区　分 内　　　　　容

融資担当者

県内において、原則として1年以上継続し
て同一事業を営んでいる中小企業者（個人
事業主、会社）組合で、下記のいずれかに該
当するもの。
①�一般事業主行動計画を策定し、静岡県労
働局長に届出をしたもの
②�静岡県次世代育成支援企業に認定され

たもの　新規対象
③新たに障害者を常用雇用するもの
④障害者雇用率が1.8%を超えているもの

資 金 使 途

・�一般事業主行動計画の実施に必要な運
転資金、設備資金
・�障害者の常用雇用に必要な運転資金、
設備資金
・�次世代育成支援企業は、通常の事業に

必要な運転資金、設備資金

融資限度額 7,000万円

融 資 利 率 年1.6%【固定金利】

保 証 料 率
県信用保証協会の保証を利用する場合は、
年0.3〜1.3%（普通保証）
※有担保の場合は0.1%割引

融 資 期 間 10年以内（据置期間：1年以内）

申 込 窓 口
取扱金融機関、商工会議所、商工会、公益
財団法人静岡県産業振興財団、静岡県中
小企業団体中央会、県商工金融課
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「メンタルヘルス対策支援センター」
個別訪問支援のご案内

1.「メンタルヘルス」を取り巻く状況は？
近年、仕事や職業生活に関する強い不安・悩み・

ストレスを感じる労働者の割合が約６割と高くなっ
ています。自殺者総数が14年連続で３万人を超えそ
の内約9,000人前後が労働者と高水準で推移し、また、
精神障害等による労災支給決定数が増加傾向にある
等事業場においてより積極的にメンタルヘルス対策を
図ることが重要な課題となっています。

2. メンタルヘルス対策支援センターの支援とは？
静岡産業保健推進センターに設置された「メンタ

ルヘルス対策支援センター」ではメンタルヘルス対策
の進め方等でお悩みの事業場を支援します。
産業カウンセラー等メンタルヘルス対策支援セン

ターの専門スタッフが直接事業場を訪問し、メンタル
ヘルス対策の導入や実施についてアドバイスします。
また、管理監督者教育研修やセルフケア教育のデモ
ンストレーション研修の実施、職場復帰支援プログラ
ム作成のお手伝いもします。この他、メンタルヘルス
対策に係る電話相談等も行っております。
各組合様のご会合の機会に組合加入企業様のため

のメンタルヘルス対策や労働者健康管理の啓発のた
めの勉強会等を行う際にご利用いただくことも可能で
すので、お気軽にご相談ください。

3. 費用は？　利用回数の制限はありますが全て無料です。
4. ご利用のお申し込み・お問い合せ先
メンタルヘルス対策支援センター
（静岡産業保健推進センター内）
〒420-0034　静岡市葵区常磐町２‒13‒１
住友生命静岡常磐町ビル９階
TEL：054‒260‒5800　FAX：054‒260‒5801
Eメール：mental-sien@shizuoka-sanpo.jp
ホームページ：http://www.shizuokasanpo.jp/sien/index.htm
受付時間：9時〜17時（休日：土、日、祝日）

5. メンタルヘルス対策支援センターからのご連絡について
広くご利用いただくべく、ホームページ開設の各組
合様へ、あらかじめ当センターよりご案内の文書を送
付し、後ほどスタッフがお電話をいたしますので、ご
対応方よろしくお願いいたします。

商工中金よりお知らせ
「静岡支店」の仮店舗への移転について

静岡支店では、昭和36年の竣工以来、お客さまに
ご愛顧いただいておりましたが、老朽化が進んでい
ることから、このたび新店舗に建て替えることといた
しました。
仮店舗での営業期間中、お客さまにはご不便をおか

けすることとなりますが、快適で機能的な新店舗に皆
さまをお迎えできるよう準備を進めてまいりますので、
何とぞご理解とご協力をよろしくお願いいたします。

【静岡支店　仮店舗所在地】

【参考】　静岡支店　現店舗所在地
静岡市葵区追手町６‒３
TEL：054‒254‒4131

※�現店舗では平成24年７月13日（金）まで営業いたし
ます。

「育児・介護休業法」改正・施行のご案内
〜労働者が100名以下の企業も対象になります〜

「育児・介護休業法」は、育児又は家族介護を行う
労働者の福祉に関する法律で、休業制度や短時間勤
務制度などを定めています。常時100名以下の労働者
を雇用する中小企業についても、以下の項目が平成
24年７月１日から施行されます。
①介護休暇の創設
②育児のための所定外労働の制限
③�３歳に満たない子を養育する労働者に対する短時
間勤務制度の義務化
④�３歳に満たない子を養育する労働者に対する代替
措置

お問い合わせ先
静岡労働局　雇用均等室
TEL：054‒252‒5310

所在地 静岡市葵区追手町1-6　日本生命静岡ビル4階
（現店舗から徒歩約5分JR静岡駅から徒歩約5分）

移転日
平成24年7月17日（火）
なお、新店舗での営業開始は
平成25年秋頃を予定しております。

電話番号 054-254-4131（代表）
※現在と変更ございません。
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合
で
は
、
荒
茶
を
整
え
る
仕
上
げ

機
と
乾
燥
機
、
選
別
機
と
ブ
レ
ン
ド
の

た
め
の
合
組
機
の
四
つ
で
構
成
す
る
荒

茶
の
仕
上
げ
シ
ス
テ
ム
を
構
築
。
こ
の

方
式
は
”静
岡
式
“
と
呼
ば
れ
る
よ
う

に
な
り
、
組
合
は
緑
茶
仕
上
げ
機
械
の

パ
イ
オ
ニ
ア
と
し
て
地
位
の
確
立
を
果

た
し
た
。

そ
の
一
方
で
工
場
が
老
朽
化
。
そ
れ

ま
で
建
て
増
し
を
繰
り
返
し
て
き
た
こ

と
で
製
造
工
程
が
分
散
し
、
作
業
ス

ペ
ー
ス
も
狭
隘
化
す
る
な
ど
、
効
率
的

な
機
械
装
置
等
の
レ
イ
ア
ウ
ト
の
構
築

が
難
し
い
状
況
に
あ
っ
た
。

さ
ら
に
、
す
ぐ
横
を
走
る
国
道
三
六
二

号
線
の
拡
幅
予
定
地
に
組
合
が
含
ま
れ

る
こ
と
が
判
明
。
全
面
移
転
と
い
う
課

題
を
新
た
に
抱
え
る
こ
と
と
な
る
。

組
合
で
は
そ
の
頃
、
生
産
工
程
管
理

の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
化
を
検
討
し
て
い

た
。
そ
れ
ま
で
緑
茶
の
仕
上
げ
機
械
の

製
造
工
程
に
お
い
て
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に

よ
る
生
産
管
理
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
て

い
る
事
業
者
は
な
く
、
導
入
に
よ
っ
て

生
産
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
短
縮
と
コ
ス
ト

の
低
減
が
図
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う

も
の
で
あ
っ
た
。

同
時
に
、
”超
高
温
加
湿
蒸
気
加
工

技
術
“
を
活
用
し
て
紅
茶
用
火
入
れ
機

や
食
品
加
工
機
械
を
開
発
し
、
売
上
の

拡
大
を
計
画
し
て
い
た
が
、
工
場
の
移

転
を
は
じ
め
課
題
は
山
積
し
て
い
た
。

そ
こ
で
組
合
で
は
、
静
岡
県
と
中
央

会
に
相
談
。
両
機
関
の
支
援
に
よ
り
、

平
成
二
〇
年
に
”超
短
納
期
生
産
シ
ス

テ
ム
構
築
に
よ
る
生
産
改
革
と
新
分
野

進
出
“
を
テ
ー
マ
と
し
て
経
営
革
新
計

住　所／〒421-1223
 静岡市葵区吉津590
理事長／磯谷 豊
組合員／19人

設　立／昭和28年12月4日
T E L ／054-278-7121

▲▶ 製造途中の緑茶仕上げ
機。出荷時には信頼の証
“静岡式”のラベルが貼ら
れる

”静
岡
式
“
で

地
位
の
確
立
を
果
た
す

課
題
を
乗
り
越
え

新
工
場
を
竣
工

新
た
な
技
術
で

社
会
に
貢
献
す
る

緑
茶
仕
上
げ
機
の
パ
イ
オ
ニ
ア

独
自
の
技
術
を
静
岡
か
ら
世
界
へ

企
業
組
合
静
岡
機
械
製
作
所
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画
の
承
認
を
取
得
。
並
行
し
て
、
高
度

化
資
金
（
共
同
施
設
事
業
）
の
導
入
を

進
め
、
平
成
二
一
年
三
月
に
、
現
在
地

で
の
新
工
場
竣
工
を
果
た
し
た
。な
お
、

経
営
革
新
計
画
の
承
認
に
よ
っ
て
、
高

度
化
資
金
は
無
利
息
で
の
貸
し
付
け
を

受
け
て
い
る
。

磯
谷
理
事
長
は
、当
時
を
振
り
返
り
、

「
高
度
化
資
金
の
借
り
入
れ
に
必
要
な

書
類
作
づ
く
り
が
一
番
大
変
で
し
た
。

我
々
技
術
屋
に
と
っ
て
最
も
苦
手
な
こ

と
な
の
で
。
し
か
し
各
機
関
の
ご
支
援

に
よ
っ
て
新
工
場
建
設
の
資
金
を
無
利

息
で
借
り
ら
れ
た
こ
と
は
、
組
合
の

経
営
に
大
き
な
プ
ラ
ス
と
な
っ
て
い
ま

す
。
国
道
の
拡
幅
に
か
か
り
、
一
時
は

ど
う
な
る
こ
と
か
と
思
い
ま
し
た
が
、

多
く
の
方
々
の
お
か
げ
で
役
職
員
と
一

緒
に
新
た
な
ス
タ
ー
ト
を
切
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た
」と
感
謝
を
込
め
て
語
る
。

平
成
二
二
年
に
は
生
産
管
理
シ
ス
テ

ム
が
稼
動
し
、
生
産
性
も
向
上
。
組
合

で
は
次
へ
の
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
、
内
部

体
制
の
充
実
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

「
移
転
前
か
ら
の
懸
案
事
項
に
よ
う

や
く
取
り
組
め
る
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。
そ
れ
も
組
合
を
新
た
な
環
境
に
置

け
た
か
ら
こ
そ
。
ま
さ
に
高
度
化
資
金

の
お
か
げ
で
す
」と
語
る
磯
谷
理
事
長
。

組
合
で
は
昨
年
度
、
中
央
会
の
助
成

を
受
け
て
、
次
代
を
担
う
人
材
の
育
成

と
技
能
の
確
実
な
伝
承
策
に
つ
い
て
研

究
を
重
ね
た
。
現
在
は
、
組
合
の
経
営

改
善
会
議
に
お
い
て
方
策
の
マ
ニ
ュ
ア

ル
化
を
進
め
て
い
る
。

緑
茶
仕
上
げ
機
械
の
国
内
シ
ェ
ア

五
〇
%
以
上
を
誇
る
静
岡
機
械
製
作

所
。長
年
培
っ
て
き
た
技
術
を
も
と
に
、

さ
ら
な
る
飛
躍
を
図
る
。

▲幹部役職員による経営改善会議

▲静岡市郊外　藁科川のほとりに立つ新工場

組合活性化情報

さ
ら
な
る
飛
躍
に
向
け

着
実
に
歩
む

静岡県最低賃金総合相談支援センター
開設のお知らせ

静岡労働局委託事業

＜中小企業者の労務問題に対応します＞

　  無料相談窓口

国の方針である最低賃金引上げへの対応を支援するため、賃金制度設計、労働時間見直し、就業規則
整備等の労務に関する中小企業者からの相談に対応するものです。専門的な対応が必要な場合は社会
保険労務士を派遣いたします。
なお、相談・派遣とも無料ですので、まずはご連絡ください。

事 業 内 容

静岡県内の中小企業者利用対象者

静岡県最低賃金総合相談支援センターまで（静岡県中小企業団体中央会　労働部内）
〒420-0853　静岡市葵区追手町44-1　TEL：054-254-1511　FAX：054-255-0673
※相談拠点は県内７か所にありますので、相談者に応じて最寄りの拠点をご紹介します。

相 談 窓 口
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静岡県西部青年中央会
副会長
竹村 智
㈱成文堂

組
合
青
年
部
で

地
域
ブ
ラ
ン
ド
を
開
発

今
年
度
か
ら
、
浜
松
市
の
マ
ス
コ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
に
「
浜
松

市
福
市
長
　
出
世
大
名
家
康
く
ん
」
が
就
任
し
ま
し
た
。

浜
松
市
も
徳
川
家
康
ゆ
か
り
の
地
の
一
つ
で
す
か
ら
、
地
元
に

と
っ
て
は
大
事
な
地
域
資
源
で
す
。

私
が
所
属
す
る
協
同
組
合
浜
松
卸
商
セ
ン
タ
ー
で
は
、
青
年
部

で
あ
る
翔
友
会
の
活
動
と
し
て
、
数
年
前
よ
り
「
浜
松
ス
タ
イ
ル
」

と
銘
打
っ
た
地
域
ブ
ラ
ン
ド
の
研
究・開
発
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

家
康
に
も
着
目
し
、
二
年
半
前
、
し
か
み
像
（
家
康
が
三
方
ヶ

原
の
戦
い
で
敗
れ
て
逃
げ
帰
っ
た
際
、
戒
め
の
た
め
に
書
か
せ
た
も

の
）を
モ
チ
ー
フ
に
し
、浜
松
注
染
ぞ
め
で
染
め
抜
い
た「
し
か
み
ー

手
ぬ
ぐ
い
」
を
完
成
さ
せ
ま
し
た
。
そ
し
て
イ
ベ
ン
ト
へ
の
参
加

な
ど
地
道
な
活
動
を
続
け
た
結
果
、
四
月
一
四
日
に
開
通
し
た
新
東

名
高
速
道
路
の
浜
松
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア
で
販
売
を
始
め
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た
。

知
名
度
は
ま
だ
ま
だ
で
す
が
、
元
気
な
浜
松
市
、
そ
し
て
元
気

な
浜
松
卸
団
地
の
P
R
の
一
つ
に
な
れ
ば
と
思
っ
て
い
ま
す
。

自
社
の
事
業
で
も
”P
R
と
地
道
な
活
動
“
を
積
み
重
ね
、
元

気
な
企
業
で
あ
り
続
け
た
い
と
考
え
ま
す
。

今月のトピックスでは、全国中央会が実施した
事業協同組合実態調査を採り上げた。その結果
の中で気になったのが、組合として今後取り組む
項目として、「事業継続計画（ＢＣＰ）の策定」と
いう回答が少なかった点。ＢＣＰの策定には、各
業界の特性を取り入れることでより効果ある内容
となるものと考えられ、組合による支援が期待さ
れているからだ。
折りしも、今月のクローズアップインタビュー

には、ＢＣＰ技術開発事業協同組合の小川理事長
にご登場いただいた。氏の名刺には「居安思危（こ
あんしき）」の文字が。中国の故事に由来し、「平
安無事のときにも危難に備え、用心を怠らないこ
と」と防災や危機管理の心構えの重要性を示し
ている。
ＢＣＰ策定への支援をはじめ、今回の実態調査
の結果を日常業務に反映させなくてはと、気持を
新たにした次第である。 （中村）

読者プラザ
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